
初期値 目標値

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度

約123万人・時／日 約122万人・時／日 約121万人・時／日 約121万人・時／日 約120万人・時／日 約119万人・時／日 約117万人・時／日

- - - - -

初期値 目標値

H24年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度

61.7% 63.2% 63.8% 64.4% 集計中 集計中 66.5%

- - - - -

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

217,086 184,413 189,827 193,392

65,048 25,940 11,232 -

66,459 108,788 76,244 -

348,593 319,141 277,303 193,392
<0> <0> <0> <0>

239,628 242,540

108,788 76,244

177 356

施策目標個票
（国土交通省30－㉙）

施策目標 道路交通の円滑化を推進する

施策目標の概要及び
達成すべき目標

評価結果

今後も引き続き、目標達成に向けて、渋滞対策の推進をはじめとした交通の快適性・
利便性の向上をはかり、道路交通の円滑化に資する政策を推進する。

渋滞対策をはじめとした交通の快適性・利便性向上を図ることで、道路交通の円滑化を推進する

　（各行政機関共通区分）

目標達成度合いの
測定結果

業績指標

A

114 踏切遮断による損失時間
(*)

実績値

年度ごとの目標値

②目標達成

評価

A

主要な業績指標114は、現在の推移のまま進捗すれば目標年度内に目標達成する
と見込まれ、業績指標115については、最新実績値は平成28年度であるが、都市計
画道路の整備は平成29年度以降も順調に進捗しており、目標年度内に目標達成す
ると見込まれるため。

評価

年度ごとの目標値

115 都市計画道路（幹線街路）
の整備率(*)

実績値

施策の分析

渋滞対策の推進をはじめとした交通の快適性・利便性の向上に向け、道路網の整
備、現道路拡幅、及びバイパス整備を効果の高い箇所に対し重点化して実施すると
ともに、開かずの踏切等に対して、連続立体交差事業等の抜本的な対策を、スピー
ドアップの工夫をしながら実施してきたところであり、道路交通の円滑化推進に向
け、順調かつ確実に推移しているところである。

R2年度要求額

当初予算（a）

補正予算（b）

翌年度繰越額（百万円）

前年度繰越等（c）

合計（a＋b＋c）

予算の
状況

（百万円）

執行額（百万円）

・道路局路政課
(課長　千葉　信義）
・都市局街路交通施設課
（課長　本田　武志）

不用額（百万円）

政策評価実施時期 令和元年8月

※上記のほか、社会資本整備総合交付金等の内数がある。

担当部局名 道路局

学識経験を有する者の知
見の活用

国土交通省政策評価会（令和元年6月28日）

　（判断根拠）

次期目標等への
反映の方向性

施策の予算額・執行額等
【参考】

区分

作成責任者名



業績指標１１４ 

 踏切遮断による損失時間* 

 

 

（指標の定義） 

踏切遮断による待ち時間がある場合と対策後の踏切通過に要する時間の差 

開かずの踏切等の遮断時間による損失時間 

  ＝踏切遮断による待ち時間がある場合に踏切通過に要する時間（注） － 対策後に踏切通過に要する時間 

（注） 全国での１日あたりの踏切通過交通量（人数）×踏切での待ち時間 

（目標設定の考え方・根拠） 

今後予定される連続立体交差事業や道路の立体化により削減が見込まれる開かずの踏切等の踏切遮断による損失 

時間により設定。 

（外部要因） 

地元調整の状況、踏切道の交通量等 

（他の関係主体） 

 ・地方公共団体（事業主体）、鉄道事業者 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  第 169 回全国施策方針演説（平成２０年１月１８日） 

   「開かずの踏切の解消など国民生活に欠かすことのできない対策は実施しなければなりません。」 

 【閣議決定】 

  京都議定書目標達成計画（平成２０年３月２８日） 

  「ボトルネック踏切等の対策といった交通流対策を実施する。」 

  （第３章－第２節－１－（１）－①－イ－Ｄ） 

 【閣決（重点）】 

  社会資本重点整備計画（平成２７年９月１８日）「第２章に記載あり」 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

約１２２．４ 

万人・時/日 

約１２１．１ 

万人・時/日 

約１２０．６ 

万人・時/日 

約１２０．０ 

万人・時/日 

約１１９．４ 

万人・時/日 

 

 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：約１１７万人・時/日 （令和２年度） 

実績値：約１１９万人・時/日  （平成３０年度） 

約１２０万人・時/日 （平成２９年度） 

初期値：約１２３万人・時/日 （平成２５年度） 



 
 

主な事務事業等の概要 

開かずの踏切等の解消 

・「開かずの踏切」等による渋滞の解消や踏切事故防止のため、連続立体交差事業等を支援します。（◎） 

予算額： 

道路整備費１６,６６２億円（国費）及び社会資本整備総合交付金８,９４０億円（国費）等の内数（平成２９年度） 

道路整備費１６，６７７億円（国費）及び社会資本整備総合交付金８,８８６億円（国費）等の内数（平成３０年度） 

（注）◎を付した施策項目は、社会資本整備重点計画にその概要が定められた社会資本整備に係る施策に関するものである。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

・平成３０年度は連続立体交差事業等により、開かずの踏切等１４１箇所を解消しており、平成２９年度の実績値

約１２０万人・時/日に対して、平成３０年度の実績値は、約１１９万人・時/日となっている。開かずの踏切等

の遮断時間による損失時間は、各年度における地元調整の状況や各事業による踏切除却数により若干の変動はあ

るものの着実に減少しており、これまでの実績値のトレンドから順調に進捗していると考えられる。 

（事務事業等の実施状況） 

・開かずの踏切等に対し、連続立体交差事業や道路の立体化等により、踏切除却を行う抜本的な対策について工程 

の工夫等のスピードアップを図り推進している。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・開かずの踏切等の踏切遮断による損失時間は、順調に減少しているため「Ａ」と評価した。引き続き、開かずの

踏切等の解消を推進し、踏切遮断による損失時間削減を目標としていく。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 道路局 路政課    （課長 千葉 信義） 

関係課： 都市局 街路交通施設課（課長 本田 武志） 

鉄道局 施設課    （課長 杉野 浩茂） 

 



業績指標１１５ 

 都市計画道路（幹線街路）の整備率* 

 

 

（指標の定義） 

都市内においてまとまった交通を受け持つとともに都市の骨格を形成する都市計画道路（幹線街路）の整備につい

ては、都市における交通の快適性、利便性の向上はもとより、都市の防災性等、都市機能全般を向上させるもので

あり、都市計画道路（幹線街路）の計画延長に対する完成延長の割合を指標として設定。 

＜分母＞都市計画道路（幹線街路）の計画延長 

＜分子＞都市計画道路（幹線街路）の完成延長 

数値の根拠 

○初期値 40,122.39 km /65,020.97 km 

○直近値 41,090.48 km /63,849.56 km 

（目標設定の考え方・根拠） 

都市内においてまとまった交通を受け持つとともに都市の骨格を形成する都市計画道路（幹線街路）の整備につい

ては、都市における交通の快適性、利便性はもとより、都市の防災性等、都市機能全般を向上させるものであり、

都市計画道路（幹線街路）の計画延長に対する完成延長の割合を目標値として設定。 

年 0.6%の伸びを確保するように目標値を設定。 

（外部要因） 

なし 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（事業主体、計画主体）、民間事業者（事業主体） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  社会資本整備重点計画（平成２７年９月１８日）「第２章に記載あり」 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

６３．２％ ６３．８％ ６４．４％ 集計中 集計中 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：６６．５％ （令和２年度） 

実績値：集 計 中 （平成３０年度） 

    ６４．４％ （平成２８年度） 

初期値：６１．７％ （平成２４年度） 



60
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63

64

65

66

67

68

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（単位） 都市計画道路（幹線街路）の整備率

 
 

 

 

主な事務事業等の概要 

・都市計画道路（幹線）の整備 

通勤や病院などの日常の暮らしを支える生活圏の中心部につながる道路網や、救急活動に不可欠な道路網の整備、隘

路の解消を図るための現道拡幅及びバイパス整備等を推進し、地域内の移動円滑化を図る（◎） 

予算額（事業費） 

 道路整備費１２，３０１億円及び社会資本整備総合交付金等３８，３４０億円の内数（平成２９年度当初予算） 

 道路整備費１２，４９４億円及び社会資本整備総合交付金等３８，８００億円の内数（平成３０年度当初予算） 

（注）◎を付した施策項目は、社会資本整備重点計画にその概要が定められた社会資本整備に係る施策に関するものである。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２９年度以降の実績は集計中であるが、年間約 300km の都市計画道路が完成していることを踏まえると、平

成２８年度と比べて上昇することが見込まれ、過去の実績値によるトレンドを延長すると、目標年度に目標値を

達成すると見込まれ、順調である。 

（事務事業等の実施状況） 

地域内の移動円滑化を図るため、日常の暮らしを支える生活圏の中心部につながる道路網や、救急活動に不可欠

な道路網の整備、隘路の解消を図るための現道拡幅及びバイパス整備等を推進している。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

 平成２８年度に比べて上昇することが見込まれ、目標達成へ向け順調に推移していることから、Ａ評価とした。 

 また、今後も都市計画道路の着実な整備促進に向け、引き続き都道府県等に対し支援・助言等を行う。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 都市局街路交通施設課（課長 本田 武志） 

関係課： 都市局都市計画課  （課長 楠田 幹人） 

 


